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研究目的

　わが国の乳幼児の身体発育状況は昭和45年全国乳幼児

身体発育調査結果n（以下、昭和45年厚生省値とす）を

みてわかるように、10年前に発表された昭和35年厚生忽

俺21に比べて各年月齢においてかなりの伸びを示してい

る。この原因については、諸家が指摘するように栄養法

の改善をまず第一にあげることができ、そのほか養護法

の改善、疾病・異常に対する処置とその予防策の進歩、

公衆衛生活動の普及などを挙げることができよう。

　昭和45年厚生省値が作製されたときの調査客体の抽

出・それから得られた計測値の採罵の方法などからみ

て、現在のわが国の乳幼児の身体発育状況を概観するこ

とには大きな意義がある。また、その得られた各年月齢

の平均値を統計的な処理を加えて作製された基準値は、

わが国の乳幼児の身体発育を示す標準値ということは不

可能であるけれ・ど、現在唯一の全国的規模をもつものと

して役に立つことはいうまでもない◇

　個々の乳幼児の発育状況を観察するためには経時的に

行なわれることが理想であるが、多数の乳幼児を経時的

に追跡することが必ずしも可能でないためか、そのよう

な長期間にわたる追跡調査をした成績9ロ伽nを余り多く

みか惨ない。かつて華者は妊娠経過の明らかな母より出

生した児について、乳児期の身体発育の追跡調査を行な

った。その対象はかつてわが国の乳幼児身体発育の全国

’的な指標であった昭和35年厚生省値に比べて生後1か月

時を除いて大きかった。その後数年を経過し、全国の乳

幼児の身体発育が伸びを示している那実をみて、同じ施

設で妊娠・分娩を経過観察されている母から出生した児

について、その身体発育程度の比較検討を加えてみる必

要がでてきた。また、愛育病院保健指導部においては同

一方針のもとに乳幼児保健指導が最新の知識に基づいて

行なわれているので、わが国の現状に比べて多少のすぐ

れた状況のもとに乳幼児がおかれているのではな染だろ

うかと想定される。このような乳幼児の身体発育状況を

昭和45年厚生省値と比較することにより今後の乳幼児の

身体発育状況を示唆するとともに現在の乳幼児をめぐる

諸問題の解決を求める糸口を見出すことができるのでは

なかろうかという考えを持って今回の調査を開始した。

研究対象と方法

　対象は次の通り抽出した。すなわち、乳児については

昭和45年8月から12月の間に愛育病院保健指慾部を受診

したもの、幼児は昭和45年中に同部を受診したものであ

るD

　対象児は受診時に身体計測を行なうが、体重は乳児と

生後2歳代の幼児に関しては聖ロカ式体重計により10ク

単位まで計測され、それより大きい幼児はぜんまい秤を

用いて計測される。身長は乳児と1歳代の幼児は仰臥位

で、それ以上の幼児は立位で測定している。測定にあた

ってはほとんどの場合同一の計測担当者によって行なわ

れている。

　なお、この場合、月齢とは該当月齢の0日から29日ま

での間に入っているものを指している。

研究成績

1．　年月齢別身体発育　（第1衷参照）

2．　昭和45年厚生省値との比較

　各計測値について昭和45年厚生省値と比較した。

　工）体重

　出生体重は男女児とも対象児値と厚生省値とは全く同

じ値を示している。生後1～3か月時は対象児より厚生

省値の方が大きく、特に生後1か月時は両者の間に有意

差が認められる。生後5か月以後各年月齢とも対象児の

体重が厚生省値を上廻り乳児期後期になるに従って有意

差を認める。・

　E）身長
　身艮に関しては対象児値と厚生省値との間に一定の傾
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第1表（エ）年月齢別発育値（男）

第8集

体． 重（kg）
匹　身

長（伽） 頭 囲（㎝） 胸 囲（c皿）

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

出　　生　　時 3．2 0．4 49．8 ヒ．8 34，隻 1．3 32．3 1．7

Lカ　月　～ 4．8 0．5 55，皇 1．9 38．1 1．2 37．9 i．7

2　カ　月　～ 6．O 0．6 59．2 2．0 40．i 1．1 41．3 正．8

3　ヵ　月　～ 6．8 0．7 62．4 2，皇 42．2 　　　L．4 43．Q 1．7

4　ヵ　月　～ 7．4 O．8 64．7 1．9 42．7 1．1 44．2 L．7

5　ヵ　月　～ 7．8　’ 0．8 66．5 足．9 43．6 L．2 45．1 1．9

6　ヵ　月　～ 8．2 0．8 68．夏 2．0 44．4 1．2 45．4 夏．8

7　ヵ　月　～ 8．5 0．9 69．5 2．0 45．1 i．1 46．O 1．8

8　ヵ　月　～ 8．8 O．9 70．7 2．O 45．6 1．2 46．2 1．8

9　カ　月 ～ 9．2 0．8 72．7 2．0 46．0 1－1 46．5 1．7

10　ヵ　月　～ 9．4 0．8 73．6 2， 1
46．5 k．2 46．6 星．7

11　ヵ　月　～ 9．5 O．9 74．3 2．2 47．O L．2 47．i 1．6

12　ヵ　月　～ 9．7 O．8 74．8 2．0 47，夏 1．0 47．2 1．4

1歳　1ヵ　月 10．2 0．9 77．2 1．2 47．5 里，3 47．6 1．7

1歳　4ヵ　月 10．8 0．9 80．7 2．4 48．2 1．4 48．3 L．6

夏歳8ヵ　月 11．7 1．2 83．8 2．8 48．8 【．4 49．0 1．7

2・　歳　　～ 12．5 1．3 87．0 3．1 49．5 1．4 50．O 2．L

2歳6ヵ月～ 13．4 直一i 90．6 2．7 50．1 量．4 50．4 夏．7

3　歳　　～ 皇4．3 1．1 94．1 3．1 50．3 1．夏 5正．7 艮．7

第1衷（2）年月齢別発育値（女）

体 重（kg）　身 長（c皿）　頭 囲（㎝）　胸 囲（e皿）
1平均値 標準櫨 平均伍　標準偏差 平均値　標準偏差 平均値　標準偏差
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を認めることができぬ。すなわち、月齢、年齢によって

対象児値が大きい場合もあり、厚生省値が大きい場合も

る。

　皿）頭囲

　頭囲は出生時から調査期間全期問を通して愛育病院保

健指導部受診群が厚生省値を上廻る値を示しており、脊

意差を示している。

　N）胸囲
　出生時と生後1か月時を除いて男女児とも対象児の胸

・囲が厚生省値より大きい。特に乳児期後半から生後12か

月時までの間は有意差を認めるくらい対象児η方が大き

い値を示している。

3．体重の検討

　工）昭和39年及び40年出生児との比較

　昭和39年及び40年に愛育病院産科にて出生し、その後

同院保健指導部にて追跡された乳幼児の発育と比較し

た。先に述べたように昭和39年及び40年出生児群は昭和

35年厚生省値より生後1か月時を除いて大きい値を示し

ていたが、今回の対象児より各年月齢において小さい値

を呈した。男児では最も大きい差があるのは生後6か月

時で5409、最も差が小さいのは出生時で120ダである。

女児でもほぽ同じ傾向を示しているが生後10か月時に

630ダの差を示した時が最も大きく、出生時が最も少な

い差である。

　■）栄養別の比較

　乳児期の身体発育と栄養法との闘係を調べた。第2表

に示した如く・母乳・人工及び混合栄養の三群問の体重

の経過には殆んど差はない。この場合の栄養法は生後3

か月までのもので、人工栄養児は生後1か月の時点で、

既に人工栄養をしていたもの、混合栄墾は生後1か月以

後生後3か月までの問に母乳栄養であったもめが人工栄

養になったもの・また混合栄養から全くの人工栄養に変

ったものを含めてこの栄養法として扱うた。

4．　カウプ指数

　第3表に個々の乳児についてカウブ指数を算出して月

齢別の平均値を求めた結果を載せるる

第3表カウブ指数

出　生　時

重ヵ月～
2ヵ月～
3ヵ月～
4カ月～
5ヵ月～
6カ月～
7　カ

8　カ

9　カ

10　カ

11カ
12　カ

月

月

月

月

月

月

～

～

～

～

1歳1ヵ月～
1歳4ヵ月～

1歳8ヵ月～

2　　歳～
2歳6ヵ月～
3　歳　　～

男

12．8

15，7

L6，9

L7．4

17．6

17．8

17．8

17．8

17．マ

17．6

【7，7

17．2

17．4

17。1

16，6・

16．6

16，4

L6，4

16．2

女

12．7

15．4

16．4

16，8

！7．1

17．6

17．7

17．8

17．5

17．2

17．2

16．9

16．7

16，4

L6，2

16．0

16．O
皇6．or

i5．7

第2表　栄養法別体重（㎏）

男 女

母乳 混合 人工 母乳 混合 人工

しヵ月～ 4．8 4．8 4．7 4．5 4．5 4．5

2ヵ月～ 5．9 6． 6． 5．6 5．6 5．6

3ヵ月～ 6、9 6．8 6．8 6．4 6．3 6．4

4カ月～ 7．4　r7．4 7．4 6．8 ．7．O 7．O

5ヵ月～ 7．9 7．9 7．9 7．3 7．3 2．4

6ヵ月～ 8．3 8．2 8．3 7．7 7．9 7．7

7ヵ月～ 8．6 8．6 8．5 7．9 8．1 8．

8カ月～ 8．8 8．8 8．8 8．2 ．8．3 8．4

9ヵ月～ 9．0 9．i 9．1 8．4 8．6 8．6

10ヵ月～ 9．3 9．3 9．3 8．6 8．7 8．8

11ヵ月～ 9．5 9．6 9．7 8．9 9． 9．1

i2カ月～ 9．8 9．6 9．7一 9．更 9．2 9．2

考　　按

　昭和45年厚生省値に関して報告魯1）は次のように総括

している。すなわち、体重は、各年月齢とも0，5～工㎏

の伸びを示しており、満1年の児の体垂はこの20年間に

約1㎏近く伸びており・北欧先進諸国並みの伸びを示し

ているとしえいる。また身畏は、今回の計測値中最も大

きい伸びを示しており、2歳未満でも1～2cm　2歳以

上においては3㎝近くも伸びていると述べている。これ

ら体位の伸びは栄獲法の改善によるところが最も大き

く、そのほか養護法o改良、疾病・異常の処置と予防、公

衆衛生活動の普及などが原因として考えられる。日比4，r

は昭和45年厚生省値の報告書に示された計測値の年次的

変動とそめ意味するとごろを追求し次のように結論を出

している。身畏と頭囲の年次的増加は発育加速の表現で
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あるとし、体重と胸囲については乳児の場合肥りぐあい

の年次的増大のあらわれであり、幼児では発育加速によ

る身体増大速度の促進にみあうものにすぎぬといってい

る。

　愛育病院出生児の身体発育も年次推移を体重を指標に

して検討した。昭和39及ぴ40年出生児と比較をすると、

かなりの伸びを示していることが明らかである。この伸

びは乳児期前半では余り著明ではなく乳児期後半から幼

児期にかけて著明な伸びを示している。かつて宮崎5》は

愛育病院保健指導部受診児について身体発育の経過をみ

たときに、対象児の平均体重の曲線は昭和35年厚生省値

の「大」と「中」との愛の線上をほぽ平行に走っている

ことを述べ、わが国の乳幼児の体格はまだ向上する余地

のあることを示唆した。今回の対象児はかっての宮崎

値、昭和39及び40年出生児の値より上廻る値を示しては

いるが、宮崎の例とは異なり全年齢で昭和45年厚生省値

より上位にあるわけではなく、生後1～きか月までは昭

和45年厚生省偵より下位にあり、生後5か月以後昭和45

年厚生省値を凌駕する殖をとるようになる。昭和45年厚

生省値と工962年に発衷された米国の白人の身体発育の標

準値吻と比較した揚合、すなわちわが国と米国との乳幼

児の身体発育の差を示しているとみなしてもよいと思う

が、乳児期前半はアメリカの乳児の体重がわが国の乳児

の体重よりやや小さく・乳児期後半から幼児期になって

わが国の乳幼児の体重よりはるかに大きい値を示すよう

になる・この園係と同 じ闘係が昭和45年厚生省値と愛育

病院保健指溝部昭和45年受診児との間にみられるのであ

る。諸家もわが国の乳児期前半の体重増加の急激なこと

について種々の意見を述べている。ここで栄養法につい

て考えてみたい。わが国の母乳栄養の割合は昭和45年厚

生省調査ユ，では31，0％（生後3カ・月～4か月）である。

これはかっての母乳栄養の割合に比ぺて大幅な減少とい．

わねぱならず、この原因も守田61が指摘するように世情

礁よるもので南ろうか。愛育対象児も生後3か月の栄養

法は母乳栄養が25．0％にすぎない。ほとんど全国的に差

が塗い栄養法でありながら・このような体重経過の差の

原因を何処に求めるべきであろうか。ここに保健指導の

突績をあげたい。愛育病院保健指導部においては、栄養

法の指導を栄養士が医師・保健婦と協力して行なってい

る。 その時には母乳の分泌については体重増加の割合や

その他の乳児の状態から判定し・母親にあわてて人工乳

への転換や添加をしないように指導しており、隼後2か

月頃の指導の際離乳準備としてスーブ摂取について、生

後4か月の受診時に離乳開始の指導をすることが｝般的

になっている。

　離乳の進行に関しても医師の判断の基に栄養士が指導

して大体1か月度に1段階離乳を進めていくことになっ

ている。このような児の身体発育・生理機能発達に応じた

適格な栄養指滋がなされ、幼児食や間食においてもまた

偏食など幼児期に発生する栄養那故についても適切な指

導がなされている。栄養指導以外にも疾病予防、1養護上

の問題点の解決など多岐にわたって対象児の状態を指導

する担当者がよく理解したうえになされている。これら

保健指轟の実績が体格の差に現われていると考えてもよ

いのではなかろうか。また、指導を正しく判断して実行

する母やその他の保育者の態度が熱心であること、また

児の生活環擁ηがほぽ均一であることなど乳幼児をめぐ

る社会経済的因子の差を考慮に入れ拳必要があろう。

　栄養法による乳児の身体発育に差がみられない。これ

はかっての宮崎51の成績ξ同じ傾向セあり、先に述べた

栄養法、特に乳児期初期の母乳の分泌状態を正しく判断

して栄養法を指灘しているためであると考えられる。

　身体発育は単に栄養だけに影響されるものでないこと

は今更いうまでもないことであるが、今回はその他の原

因となるような因子を追求していないので、はっきりと

したことはいえない。しかし、先にも述べたように往会

経済的因子の占める割合がこのような成績をもたらした

いQ

ものと考える。

　身体発育のみならず、わが国の乳幼児の健康の向上を

計るためには一貫した保健指導の普及と微底を望みた

いQ

結　　論

　昭和45年に愛育病院保健指導部を受診した乳幼児を対

象に身体発育状況を調べた。

　昭和45年厚生省値と比較した場合、（1）体重は、生後1

～3か月までは昭和45年厚生省値が愛育病院対象児より

大きいが、生後5か月以後は愛育病院保健指導都受診対

象児の方が大きい。

　（2）身畏は一定の傾向がない。

　（3）頭囲曝調査期間全期を通じて昭和45年厚生省値よ

り大きい。

　（4）胸囲は生後1か月時を除いて愛育病院対象児の方

が大きい。

　（6〉生後3か月までの栄養法別に生後1・か年間の発育

をみたが体重では三つの栄養法問に差はない。

　本論文の主旨な第18回小児保健学会（昭和46年盛岡に

て開催）において発表した。
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商野：乳幼児身体発育状況一定期的な保健指導受診児について
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